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本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。
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平成２１年度決算の概況①平成２１年度決算の概況①

増減額 増減率 増減額 増減率

資金運用勘定 24,582 25,059 25,497 477 1.9 438 1.7
うち貸出金 14,680 15,195 14,762 514 3.5 △ 432 △ 2.8

平          有価証券 8,564 8,963 9,867 399 4.6 903 10.0
         コールローン 1,190 743 675 △ 446 △ 37.5 △ 68 △ 9.1
         預け金（除無利息分） 0 25 103 25 8,985.7 77 306.3
資金調達勘定 23,538 23,965 24,457 427 1.8 491 2.0

残 うち預金等 23,390 23,751 24,252 361 1.5 501 2.1
         コールマネー 127 124 79 △ 3 △ 2.4 △ 45 △ 36.1
（参考）金銭の信託 - - - - - - -

資金運用利回 1.93 1.76 1.59 △ 0.17 △ 0.17
うち貸出金利回 2.16 2.07 1.90 △ 0.09 △ 0.17

利          有価証券利回 1.42 1.32 1.25 △ 0.10 △ 0.07
         コールローン利回 2.73 0.98 0.18 △ 1.75 △ 0.80

回          預け金利回 0.25 0.10 0.10 △ 0.15 0.00
資金調達利回 0.37 0.27 0.16 △ 0.10 △ 0.11

・ うち預金等利回 0.24 0.25 0.15 0.01 △ 0.10
         コールマネー利回 4.16 2.34 0.69 △ 1.82 △ 1.65

利          借用金利回 0.56 0.53 0.09 △ 0.03 △ 0.44
経費率 1.12 1.16 1.16 0.04 0.00

鞘 資金調達原価 1.49 1.43 1.32 △ 0.06 △ 0.11

預貸金利回差 1.92 1.82 1.75 △ 0.10 △ 0.07
資金運用・調達利回差 1.56 1.49 1.43 △ 0.07 △ 0.06
預貸金利鞘 0.79 0.66 0.58 △ 0.13 △ 0.08
総資金利鞘 0.44 0.33 0.27 △ 0.11 △ 0.06

21/3期-20/3期 22/3期-21/3期
22/3期20/3期 21/3期

（単位：億円、％）



3

平成２１年度決算の概況②平成２１年度決算の概況②

（単位：億円、％）

増減額 増減率 増減額 増減率

  資金利益 386 376 366 △ 9 △ 2.5 △ 10 △ 2.6

うち貸出金利息 318 315 280 △ 3 △ 0.9 △ 35 △ 11.1

     有価証券利息 122 118 123 △ 3 △ 2.7 5 4.2

     コールローン利息 32 7 1 △ 25 △ 77.4 △ 6 △ 82.9

損      預け金利息 0 0 0 0 100.0 0 350.0

  役務取引等利益 49 42 44 △ 6 △ 13.1 2 4.7

  その他業務利益 5 △ 36 9 △ 41 △ 812.7 45 125.1

 うち国債等債券関係損益 3 △ 38 7 △ 41 △ 1,246.0 45 -

一般貸倒引当金繰入額 △ 7 - △ 3 7 100.0 △3 -

経費 263 277 283 13 5.2 6 2.1

業務純益 184 105 140 △ 79 △ 42.8 35 33.3

　修正業務純益 176 105 137 △ 71 △ 40.4 32 30.5

　コア業務純益 173 143 129 △ 30 △ 17.3 △ 14 △ 9.7

臨時損益 △ 96 △ 44 △ 81 52 53.8 △ 37 -

うち株式等関係損益 44 △ 29 △ 10 △ 74 △ 167.3 19 -

     不良債権処理額 143 3 72 △ 139 △ 97.3 68 1,837.4

     金銭の信託運用損益 - - - -            - - -

益 経常利益 87 60 58 △ 26 △ 30.7 △ 2 △ 3.3

特別損益 △ 3 12 △0 15 461.2 △ 12 △ 100.0

法人税、住民税及び事業税 64 0 17 △ 64 △ 99.3 17 -

法人税等調整額 △ 27 12 13 39 145.1 1 8.3

当期純利益 46 60 27 13 28.7 △ 33 △ 55.0

21/3期-20/3期 22/3期-21/3期
20/3期 21/3期 22/3期
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自己資本の推移自己資本の推移

（単位：％、億円）
＜単体＞

 ２０/３期  ２１/３期  ２２/３期

 自己資本比率（国内基準） 13.11 14.23 15.14

 Ｔｉｅｒ１比率 12.53 13.64 14.54

 自己資本額 1,421 1,468 1,481

    基本的項目 1,358 1,407 1,423

   再評価差額金（45%) -  -  -  

   有価証券含み益（45%) -  -  -  

   一般貸倒引当金 64 61 58

   劣後ローン・債券 -  -  -  

   控除項目（△） 1 -  -  

 リスク・アセット等 10,841 10,312 9,782

   オン・バランス項目 9,833 9,310 8,929

   オフ・バランス等取引項目 157 151 138

851 850 714

   補完的
   項目

オペレーショナル・リスク相当額
を８％で除して得た額

金利ショック 99％タイル

金利リスク量 187億円

TierⅠ＋TierⅡ 1,481億円

アウトライヤー比率 12.6%

（参考）

　銀行勘定の金利リスク（H22/3期末）

※21年6月から、コア預金の算定に内部モデル
　を使用しております。
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従業員数・店舗数の推移従業員数・店舗数の推移

（単位 ：人、店、か所）

対17/3期比
増　　減

 従業員数 1,764 1,688 1,612 1,564 1,605 1,659 △ 105

 パートタイマー 431 496 581 716 760 789 358

 店舗数（含む出張所） 93 91 91 91 92 91 △ 2

  単独店 48 49 45 42 43 42 △ 6

  エリア／フルバンキング店 27 21 21 23 22 22 △ 5

  エリア／個人推進店 15 17 24 25 26 26 11

  エリア／個人ローン推進店 3 4 1 1 1 1 △ 2

 ローンスクエア 3 3 3 4 5 5 2

 店舗外ＡＴＭコーナー数 135 138 131 132 134 132 △ 3

 17/3期 18/3期 19/3期 22/3期21/3期20/3期

※　H22.4.1から、店舗の役割分類（名称）を以下のとおり変更しております。
　　・店頭特化店　　　　⇒　個人推進店　
　　・個人ローン特化店　⇒　個人ローン推進店
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（単位：億円、％）

業種別貸出金（ローンポートフォリオ）業種別貸出金（ローンポートフォリオ）

貸出残高 構成比 貸出残高 構成比

製造業 1,631 10.6% 製造業 1,626 10.8%
農林漁業・鉱業 36 0.2% 農業、林業 13 0.1%
建設業 625 4.0% 漁業 0 0.0%
電気・ガス・熱供給・水道業 355 2.3% 鉱業、採石業、砂利採取業 22 0.1%
運輸業・情報通信業 723 4.7% 建設業 506 3.4%
卸売・小売業 1,361 8.8% 電気･ガス･熱供給･水道業 327 2.2%
金融・保険業 710 4.6% 情報通信業 209 1.4%
不動産業 1,825 11.8% 運輸業、郵便業 667 4.4%
各種サービス業 1,938 12.6% 卸売業、小売業 1,250 8.3%
国・地方公共団体 2,250 14.6% 金融業、保険業 448 3.0%
その他（個人） 3,976 25.8% 不動産業、物品賃貸業 2,236 14.9%

貸出金合計 15,434 100.0% その他のサービス業 1,495 10.0%
国・地方公共団体 2,316 15.4%
その他（個人） 3,910 26.0%

貸出金合計 15,031 100.0%

２２／３２１／３

（注） 日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成21年6月末から業種の一部を変更しております。
したがいまして、21/3と22/3の各業種間の比較はできません。

（単位：億円、％）
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規模別貸出金残高・指定金融機関の受託状況

21/3 22/3 21/3 22/3 21/3 22/3 21/3 22/3 21/3 22/3 21/3 22/3

2,250 2,316 3,566 3,505 407 278 5,232 5,020 3,976 3,910 15,434 15,031

14.6% 15.4% 23.1% 23.3% 2.6% 1.8% 33.9% 33.4% 25.8% 26.0% 100.0% 100.0%

1,531 1,682 361 311 211 186 3,910 3,809 3,125 3,084 9,139 9,074

16.7% 18.5% 3.9% 3.4% 2.3% 2.0% 42.8% 42.0% 34.2% 33.9% 100.0% 100.0%

18 15 125 145 38 33 654 600 827 803 1,664 1,597

1.1% 1.0% 7.5% 9.1% 2.3% 2.1% 39.3% 37.6% 49.7% 50.3% 100.0% 100.0%

- 19 2,807 2,709 157 58 623 566 24 21 3,611 3,375

- 0.6% 77.7% 80.3% 4.4% 1.7% 17.3% 16.8% 0.7% 0.6% 100.0% 100.0%

700 600 272 338 - - 45 45 0 0 1,017 983

68.8% 61.0% 26.7% 34.4% - - 4.4% 4.6% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

全    体

山梨県内

中堅企業 中小企業

西 東 京

ブロック

東　　京

ブロック

本部所管

貸出

合計
 国

 地方公共団体
大企業 非事業性個人

指定金融機関の受託状況（２２／３期末）

合 計県 市 町 村

１４ ２８

１ １３ １０ ２４

県内の自治体数

当行が指定金融機関を
受託している自治体数

１ １３

規 模 別 貸 出 金 残 高

（単位 ： 億円、％）
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＜銀行法に基づくリスク管理債権の開示＞

21/3期末 22/3期末 前期比増減 22/3期末連結

破 綻 先 債 権 額 120 133 13 136

延 滞 債 権 額 502 485 △ 17 501

３ ヶ 月以上延滞債権額 3 1 △ 2 1

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 27 12 △ 15 12

655 633 △ 21 652

( 4.24%) (4.21%) (△0.03P) (4.36%)

620 612 △ 8 630

94.68% 96.67% 1.99P 96.71%

61 58 △ 3 93

104.03% 105.86% 1.83P 111.11%

担保・保証等による保全額（B）
（個別貸倒引当金を含む）

カバー率(一般貸倒引当金を含む）
                    （B＋C)÷（A)

 一般貸倒引当金残高      （C)

カバー率              （B)÷（A)

リスク管理債権額合計    （Ａ）

（貸出金残高に占める比率）

当行では、部分直接償却を実施しておりません。 （単位 ：億円）

リスク管理債権リスク管理債権

　 ※　部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権額（単体）は、以下のとおりとなります。

22/3期末 22/3期末 増   減
部分直接償却前① 部分直接償却後② ②－①

破 綻 先 債 権 額 133 19 △ 114

延 滞 債 権 額 485 420 △ 64

３ ヶ 月以上延滞債権額 1 1 0

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 12 12 0

633 454 △ 179

(4.21% ) (3.05% ) (△1.16P )

リスク管理債権額合計 

（貸出金残高に占める比率）

（単位 ：億円）
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債務者区分の遷移債務者区分の遷移

正常先
その他
要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先 解消等

新規 － 163 21 0 0 0 0 －

正常先 13,524 12,665 472 3 30 12 7 332 0.38%

その他
要注意先 1,377 67 1,056 3 52 3 30 163 6.23%

要管理先 59 - 24 14 11 0 - 8 20.27%

破綻懸念先 353 0 10 - 232 47 4 58

実質破綻先 156 - 0 - 2 94 5 53

破綻先 120 - - - 1 - 87 32

合計 15,592 12,896 1,586 22 330 159 134

（注） 残高は、貸出金・支払承諾・外国為替・与信関係仮払金・未収利息を含めた総与信残高ベース。

ただし、国・地方公共団体の残高および自己査定非抽出先は「正常先」に含めて記載。

総与信残高ベース
（21/3期末→22/3期末）

破綻懸念先
以下への
劣化比率

２１
／
３
期
末

２２／３期末

上方遷移

下方遷移

（単位：億円）
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＜時価評価前残高の推移＞

（単位：億円、％、P）

有価証券ポートフォリオ①有価証券ポートフォリオ①

残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

国  　　      債 4,067 50.2 3,654 43.9 3,439 38.8 4,689 46.0 1,249 7.2

地     方     債 1,573 19.4 1,603 19.3 1,602 18.1 1,682 16.5 79 △ 1.6

政 府 保 証 債 304 3.8 769 9.2 1,676 18.9 1,833 18.0 156 △ 0.9

公 社 公 団 債 59 0.7 57 0.7 54 0.6 30 0.3 △ 23 △ 0.3

金     融     債 265 3.4 269 3.2 209 2.4 139 1.4 △ 70 △ 1.0

事     業     債 555 6.8 707 8.5 920 10.4 1,013 9.9 93 △ 0.5

転 　換　社　債 － － － － － － - - - -

株          　式 530 6.5 504 6.1 499 5.6 521 5.1 22 △ 0.5

外  国  証  券 174 2.1 180 2.2 157 1.8 24 0.3 △ 133 △ 1.5

投 資 信 託 等 578 7.1 577 6.9 305 3.4 258 2.5 △ 47 △ 0.9

合           計 8,108 100.0 8,324 100.0 8,864 100.0 10,192 100.0 1,327

21/3期 前期比増減19/3期 20/3期 22/3期
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＜利回り・評価損益の推移＞

（単位 ：％、P）

有価証券ポートフォリオ②有価証券ポートフォリオ②

（利回りの推移）

前期比増減

円 建 債 券 1.21 1.28 1.29 1.24 △ 0.05

株 式 2.26 2.45 2.53 1.96 △ 0.57

投 資 信 託 等 1.74 1.52 0.00 0.00 0.00

円 貨 建 計 1.32 1.37 1.29 1.25 △ 0.04

外 貨 建 債 5.85 5.31 3.13 1.21 △ 1.92

合 計 1.43 1.42 1.32 1.25 △ 0.07

22/3期19/3期 20/3期 21/3期

（評価損益の推移） （単位 ：億円）

前期比増減

円 建 債 券 7 90 65 173 108

株 式 648 260 46 118 72

投 資 信 託 等 150 29 △ 27 0 27

円 貨 建 計 805 380 83 292 209

外 貨 建 債 0 △ 0 △ 1 △ 0 1

合 計 805 380 82 292 210

22/3期19/3期 20/3期 21/3期
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マーケット別収益状況マーケット別収益状況

＜平成２２年３月単月実績＞
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1,000

地公体・公社 一般法人 事業性個人 非事業性個人

（百万円）

収益

経費・信用コスト　　

信用コスト控除後利益

○算出条件
＜対象＞
融資先に限定
財務省向け貸出金および貸付債権を除く

＜算出期間＞
２２年３月（１か月間）の収益をマーケット別に算出

○算出条件
＜対象＞
融資先に限定
財務省向け貸出金および貸付債権を除く

＜算出期間＞
２２年３月（１か月間）の収益をマーケット別に算出
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地域別融資ＲＡＲＯＡ
（対前年同月比）

地域別ボリューム構成比
（月中平残）

地域別貸出金
平均レート

＜融資ＲＡＲＯＡ＞

貸出金に関する採算性を評価する指標

算式：信用コスト控除後利益／貸出金

※信用コスト＝貸出金平残×デフォルト率×（１－回収率）

全体の融資ＲＡＲＯＡ ： ０．２４８％ （前年同月比△０．１５５Ｐ）

東京ブロック

峡北地域

本店甲府地域

峡西南地域

峡東地域

西東京ブロック

郡内地域

0.484％
（△0.147Ｐ） 4％

2.468％

0.320％
（△0.087Ｐ）

38％

1.992％

2.533％

0.544％
（△0.086Ｐ）

6％

0.448％
（△0.100Ｐ）

0.496％
（△0.305Ｐ）

△0.102％

25％
0.920％

2.151％

2.387％

2.525％

7％

9％

11％

（△0.200Ｐ）

対象：債務者区分 正常・要注意先（要管理先を含む）

　　　　財務省向け貸出金・貸付債権等の本部所管貸出金は除く

経費：貸出金に係る一般経費のほか住宅ローン団信

　　　　保険料・消費者ローン保証料を含む

地域別融資ＲＡＲＯＡ地域別融資ＲＡＲＯＡ

＜平成２２年３月単月実績＞

0.189％

（△0.234Ｐ）
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地域金融リサーチ
･コンサル研究会

地銀各行のｼﾝｸﾀﾝｸ機能に係る
ﾉｳﾊｳの高度化､総合ｻｰﾋﾞｽ
･提案力の向上､相互連携

(京都銀･常陽銀･横浜銀など22行)

住宅ﾛｰﾝ商品の共同開発
･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの実施､業務の
効率化･高度化に繋がる研究

(群馬銀･静岡銀･千葉銀･横浜銀など55行)

地銀リース業務研究会

ﾘｰｽ業務に係るﾉｳﾊｳの
共有･高度化､人材の育成強化

(群馬銀･常陽銀･千葉銀･
横浜銀など30行)

関東地銀業務研究会

重複ｺｽﾄ削減･競争力強化の為
地銀4行で共同研究･開発･購入
(群馬銀･常陽銀･八十二銀)

地域金融ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ研究会

より高度な地域金融独自の
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法の調査･研究､人材育成
(京都銀･群馬銀･七十七銀･横浜銀など19行)

地銀のﾈｯﾄﾜｰｸを活かした県境を
超えた広域な販路拡大･事業拡大支援
（群馬銀･常陽銀･八十二銀･横浜銀など32行）

　地方銀行ﾌｰﾄﾞｾﾚｸｼｮﾝ

地銀住宅ローン
共同研究会

山梨中央銀行山梨中央銀行

ｺｽﾄ削減ｺｽﾄ削減

ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾋﾟｰﾄﾞ

競争力競争力

ﾉｳﾊｳ共有ﾉｳﾊｳ共有

連携・共同化戦略連携・共同化戦略 　　 ～地方銀行の広域連携～～地方銀行の広域連携～
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グループ会社一覧グループ会社一覧
（単位：百万円、２２／３期末）

山梨中銀 山梨中銀 山梨中銀

ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ(株) 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ(株)

設 立 年 月 日 昭和61年7月1日 昭和62年4月6日 平成3年7月2日 平成8年8月2日 平成5年7月2日

資 本 金 １，７７０ ２０ ２０ ２００ １０

（当行出資比率） （９９.６５％） （３０.２５％） （３０.２５％） （４５％） （１００％）

（ｸﾞﾙｰﾌﾟ出資比率） （９９.８１％） （６１％） （６７.５％） （８５％） （１００％）

信用保証業務　  クレジットカード  銀行業務の一部
信用調査業務等 業務等  事務代行業務等

営 業 収 益      433         6,581　　　 993　　　 171　　　 319　　　

営 業 利 益 △ 859         457　　　 83　　　 2　　　 3　　　

経 常 利 益 △ 865         428　　　 89　　　 △ 4　　　 3　　　

当 期 純 利 益 △ 862         332　　　 58　　　 6　　　 △ 5　　　

総 資 産 7,739　　　 13,263　　　 3,091　　　 336　　　 51　　　

純 資 産 3,289　　　 754　　　 449　　　 265　　　 16　　　

借 入 金 残 高 －　　　　 12,171　　　 1,940　　　 50　　　 －　　　

（うち当行からの借入金残高） （－）　　　 （11,492）　　 （1,940）　　 （－）　　 （－）　　

企業経営に関する
コンサルティング
投資業務等

会 社 名 山梨中央保証(株) 山梨中銀リース(株)

事 業 内 容 リース業務等

※山梨中銀ビジネスサービス株式会社は平成22年3月31日をもって解散いたしました。　　　　　
　なお、同社の業務は山梨中央銀行がすべて引き継ぎました。



16

山山梨梨県県のの経経済済
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最近の県内経済動向最近の県内経済動向

【概　況】

　山梨県内の景気は、全体として持ち直してきている。

　生産面においては、機械工業で増産傾向にあり、需

要面においても、設備投資は抑制姿勢が続いている

ものの、個人消費で持ち直しに向けた動きがみられる

ほか、住宅投資もこのところ増加傾向にある。

　日銀短観により、業況D.I.をみると、企業の景況感は

平成19年夏以降大幅に悪化したが、昨年6月以降は

持ち直している。

日銀短観業況判断Ｄ．Ｉ．（県内）

日銀短観業況判断Ｄ．Ｉ．（県内）

△ 80
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△ 50

△ 40
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△ 20

△ 10

0

10

20

19/9 12 20/3 6 9 12 21/3 6 9 12 22/3 6(予測）

全産業 製造業 非製造業

「日本銀行甲府支店」

12月 3月 6月（予測）

  全  産 業 ▲２９ ▲２２ ▲１８

  製  造 業 ▲２７ ▲２３ ▲１３

  非製造業 ▲３０ ▲２１ ▲２２

6月予測
全産業 　▲18
製造業 　▲13
非製造業 ▲22
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【需要動向】

　・　設備投資は、既存設備の過剰感などから、抑制姿勢

　　 が継続している。

　・　個人消費は、乗用車や家電の一部が好調を維持し

ているほか、食料品も改善傾向にあるなど、緩やか

ながら持ち直しに向けた動きがみられる。

　・　住宅投資は、足下で前年を上回っており、持ち直し　

　　の兆しがみられる。

① 個人消費

・　大型小売店売上

　　 消費者の節約志向が強まるなか、前年を下回る水　

　 準で推移していたが、足元、上向く兆しも窺える。

・ 新車登録台数

　　 エコカー減税や新車購入補助金制度等を背景に、好

　 調に推移している。

需要動向①（前年比増減率）
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45.8
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（％）

大型小売店売上高
新車登録台数（除軽自動車）

「経済産業省」「日本自動車販売協会連合会」
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　・ 観光 ・ レジャー

　　 景気の悪化から、各観光地への入込みは低調。

② 住宅建設

　・ 新設住宅着工戸数は、持家を中心に持ち直しの兆

　　しがみられる。

③ 公共工事

　・ 経済対策としての前倒し発注等により、前年を上回

る動きが続いていたが、足下では総じて減少傾向で

　 推移している。

需要動向②（前年比増減率）

▲ 13.8

59.6
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（％）

新設住宅着工戸数
公共工事保証請負額

「国土交通省」　「東日本建設業保証㈱」
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④ 設備投資

　　 先行きに対する不透明感や既存設備の過剰感から、

　抑制姿勢が続いている。　

　　 なお、日銀短観（3月調査）によると、平成22年度は、

　製造業、非製造業ともに前年度比プラスの計画となっ　

　ており、先行きについては改善に向かうとみられる。

県内設備投資動向（日銀短観）（前年度比増減率）

△ 60

△ 40

△ 20
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16 17 18 19 20 21 22

（％）

全産業 製造業 非製造業

「日本銀行甲府支店」

（計画）
年度

平成２２年度計画
全産業  　 33.7
製造業  　 44.4
非製造業  10.7
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【生産活動】

　 機械工業は、情報通信機械、精密機械、電気機械、一

般機械などを中心に、総じて持ち直している。

　 宝飾、ワインなどの地場産業は、一部に良好な動きが

みられるものの、需要の低迷や輸入品による圧迫等の影

響により、全体としては低調な状況が続いている。

　今後の見通しについて、半導体関連や携帯電話関連、

産業用機械（産業用ロボット・工作機械）などの機械工業

を中心に、回復傾向が続くものと見込まれる。

鉱工業生産指数（季調済、H17=100）

20
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180

21/3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 22/1 2 3

鉱工業
電気機械
一般機械
精密機械
電子部品･デバイス
情報通信機械
輸送機械

「県統計調査課」
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【雇用情勢】

　 景気の悪化に伴い、有効求人倍率は過去最低水準で

推移していたが、足下で悪化に歯止めが掛かっており、

回復に向かっている。

　

（注）県内失業率（当行算出） = 

　　　　　　　　雇用保険受給者実人員÷被保険者数
　　 　　

雇用情勢
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有効求人倍率（左軸）

県内失業率（右軸）

「山梨県労働局職業安定部」

山梨県 全  国

 有効求人倍率（4月） 0.52倍 0.48倍

 失業率（4月） 2.0% 5.1%
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【企業倒産】

　 平成21年度（21年4月～22年3月）の県内企業の倒産　

（負債総額1千万円以上）は、件数が81件、負債総額が

349億78百万円となった。

　 件数は前期比29件（▲26.3％）減少し、負債総額も同

20億4百万円（▲5.4％）減少した。

　

企業倒産
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「東京商工リサーチ」
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【山梨県経済の特性】

　県内経済の実質成長率は、足元に

おいてマイナスとなっているものの

長期的にみるとプラスにて推移して

いる。

　なお、日本経済研究センターの推

計によると、山梨県の潜在成長率　

（2020年までの平均）は2.04％で、

全国第7位となっている（平成20年推

計）。

　

山梨県経済の特性・構造山梨県経済の特性・構造

県内総生産額・経済成長率の推移
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 （速報）

「内閣府 国民経済計算年報」　「山梨県 県民経済計算年報」
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○　産業別構成比を全国と比較すると、製造業のウエイトが高い。　

山梨県の経済活動別県内総生産（産業部門=100）
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「山梨県 県民経済計算年報」

全国の経済活動別国内総生産（産業部門=100）
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【事業所数・従業者数】

○　 事業所数は、輸入品との競争による地場産業の減少や、中心市街地の衰退による小売業の減少などを要因に、昭和61年をピークに減少

　傾向。

○　従業者数は、生産効率の向上や事業所数の減少に伴う正社員の減少などを背景に、平成8年をピークに減少傾向。

○　こうしたなか、サービス業（特に医療・福祉）の事業所数･従業者数が増加傾向。

県内産業別事業所数の推移
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県内製造品出荷額等の推移

909
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「山梨県  工業統計調査結果」

（年）

H20年の製造品出荷額等は

2兆6,576億円。

内、機械工業が1兆7,489億

円で全体の65.8％。

全国の同割合は、46.5％。

【製造品出荷額等の推移】

○　山梨県の工業構造は、昭和57年の中央自動車道全線開　

　通と相前後して機械金属工業の集積が急速に拡大し、現在

　では製造品出荷額等の６割超を占める。

　

＜製造品出荷額等＞

○　昭和57年 ： 1兆834億円

　　 　　 →　平成20年 ： 2兆6,576億円（145.3％増）

＜全体に占める機械工業の割合＞

○　製造品出荷額等に占める機械工業の割合は、65.8％　　　

　（平成20年）であり、全国の同割合46.5％と比較して高い。

　

　 全国順位 リーディング産業

  昭和２５年 ４０位 繊維

  昭和４５年 ４０位 繊維

  平成  ２年 ３３位 電気機械

  平成２０年 ３３位 生産用機械

山梨県の製造品出荷額等の順位とリーディング産業の変遷

2,658
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製造品出荷額等上位10品目
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「山梨県  工業統計調査結果」

（細分類・平成２０年）
○ 電子応用装置、半導体製造装置等、電子部品・デバイス等のウエ

イトが高い。

○ 本県のハイテク工業は、大規模研究開発施設の建設や研究開発　

　機能の集約等により、単なる製造拠点ではなく、研究・試作開発拠　　

　点としての位置付けが多い。

○ 中小企業の技術水準も着実に上昇。ニッチマーケットながら国内・

　世界市場で高シェアを獲得する企業も存在。

　　　品　　          目 出荷額 全国シェア 順位

  果実酒（ワイン等） １４７億円 ２８．９％ １位

  貴金属・宝飾 ３９９億円 ２９．５％ １位

  ウェーハプロセス（電子回路形成）用処理装置 １，６８９億円 １８．５％ １位

  ミネラルウォーター １９９億円 ２２．２％ １位

  その他の産業用ロボット ５２５億円 １３．８％ ２位

  フラットパネル・ディスプレイ製造装置 ６４９億円 ９．１％ ３位

  半導体製造装置部品 ３４０億円 ５．８％ ３位

全国上位の生産品目（細分類、平成１９年）

「経済産業省 工業統計表品目編」

（
ロ
ボ
ッ
ト
等
）

（
軸
受
け
・
ベ
ア
リ
ン
グ
等
）
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山梨県の県勢・経済指標山梨県の県勢・経済指標

項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位

総面積  Ｈ21年 4,465k㎡ 32 事業所数  Ｈ18年 48,723カ所 41 家計実収入

可住地面積比率 20年 21.3％ 44 製造品出荷額等 20年 26,576億円 33
（勤労者世帯1世帯
当たり１か月平均）

自然公園面積比率 20年 27.1％ 7 同従業者1人当たり 20年 32,913千円 24 消費支出

総人口 21年 867千人 41 年間商品販売額 19年 18,997億円 41
（2人以上の世帯1世
帯当たり 1か月平均）

世帯数 17年 321千世帯 42 同従業者1人当たり 19年 27,701千円 30
平均消費性向
（勤労者世帯）

21年 82.5% 6

年少人口比率 21年 13.5％ 22 農業産出額      20年 788億円 34
自家用車保有台数
（人口千人当たり）

21年 461.1台 6

生産年齢人口比率 21年 62.2％ 24
土地生産性
（10ａあたり生産農業所得）

     19年 157千円 1
公立図書館数
（人口1万人当たり）

21年 0.60か所 1

老年人口比率 21年 24.3％ 24 新設住宅着工戸数 21年 4,012戸 42
コンビニエンスストア数
（人口10万人当たり）

19年 37.1店 6

人口増加率 21年 △4.3％ 26
新設住宅１戸当たり
床面積

21年 102.4㎡ 11
住宅地平均価格
（基準地価・１㎡当り）

21年 31,500円 31

実質県内総生産額 19年度 37,799億円 41 公共工事請負契約額  21年 1,194億円 36 持家比率 20年 69.4％ 19

実質経済成長率 19年度 0.7％ 23 建築着工物床面積 21年 642,148㎡ 43
教育費割合
（対消費支出）

20年 4.4％ 17

1人当たり県民所得 19年度 2,767千円 25 有効求人倍率 21年 0.43倍 26 大学等進学率 21年 59.6％ 6

21年 302,073円 20

経済力基本指標 産業関連指標 生活関連指標

 Ｈ21年 489,034円 30

○ 総人口全国41位、県内総生産41位など、規模的には下位に位置するが、従業者１人当たりの製造品出荷額等、単位当たりの比率でみる
　　　と、中位にランク。経済活動、生活水準等は比較的良好な水準にあるといえる。




